




















































賠償であり［渡辺・三浦  2003: 8］，戦後賠償





海・村井  2006: 18］，供与先はビルマ（現ミャ
ンマー）・フィリピン・インドネシア等アジア







進する［金  2002: 160］目的の下，日本とアジ
アとの経済関係の土台を築く延長上で円借款








た［渡辺・三浦  2003: 8］。つまり，タイド借
款によって，日本からの輸出拡大，とくに機
械・プラント類の輸出拡大が図られたのである




田  2007b: 51］，日本国内においても「ひも付き
援助」などを気にする雰囲気は存在しなかった















































































































































































年度 2010 2011 2012 2013 2014
円借款
全体
5,389 9,490 12,229 9,857 10,139
うち
STEP
581 1,934 2,999 1,781 909
比率
（％）
11 20 25 18 ９ 
（出所）JICA（2015）より筆者作成。
表４：STEPの規模・実績（承諾件数ベース）
年度 2010 2011 2012 2013 2014
円借款
全体
36 62 55 53 49
うち
STEP
3 11 9 8 5
比率
（％）

























































がもうけているだけ」［谷本  2013: 154］
⑨　 「21世紀の日本が，ひも付き援助によって
日本の輸出を増やすために援助が使われる
べきだとは思わない」［小浜  2013: 8］
⑩　 「アンタイド援助を通じて，現地企業の受
表５：調達先の国籍別比率（％）
年度 2010 2011 2012 2013 2014
日本 23.2 19.7 10.5 20.6 17.6 
他先進国 7.7 17.3 19.0 13.2 11.4
開発途上
国等




























その質が低いとされる［国際開発委員会  1969: 
60， 金  2002: 20］一方で，タイド比率のみを
もって開発プロジェクトの質や成果を論じるの
には限界があるとの論調も見られ［谷本  2013: 











垣・下村  1993， 渡辺・三浦  2003， JBIC 2003， 













省  2015a: 10］
また，日本の開発援助の増加に伴って日本か
らの直接投資が増加するという「先兵効果」が



































塚  2015: 5］。さらには，現場主義で従業員が主
体となるボトムアップ的な日本流のKaizenは，
分権的な全員参加型のアプローチという特長






















な役割を演じてきたとされる［鷲見  1989: 41， 
古森  2002: 213， 渡辺・三浦  2003: 109， 内海・
村井  2006: 29］。この点については，商業的利



















































































［世界銀行  2014a， 2014b］。つまり，「価格の安




















































































援助を実施しているが［西垣・下村  1993: 122， 






［前田  2007b: 145］。また，フランスも輸出振
興の意図が明確なODAと輸出信用の組み合わ
せによる混合借款を供与している［西垣・下
村  1993: 124， 経済産業省 2015: 19］。さらには，
自国の援助によって自国の輸出が増えてなぜ
悪いといいきるDACメンバー国の人も存在す
るという［小浜  2013: 32］。つまり，「実際には
多くのDACドナーもODAとその他の公的フ
ロー，投資，ビジネス利益を完全には分離して







うとしている［モーズリー  2014: 12， 経済産業































薄れつつある［朽木・他  2015: 275］。にもかか
わらず，日本の国際協力が，こうした環境の変
化に十分対応できているとは言い難い［朽木・




























































































































































































































































































































Sub-Saharan Africa -Vietnam Case Study-”, in JBIC 
and JBIC Institute. Aid Effectiveness to Infrastructure: A 
Comparative Study of East Asia and Sub-Saharan Africa-
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